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1.  平成22年12月期第3四半期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第3四半期 28,328 10.5 499 ― 873 ― 45 ―

21年12月期第3四半期 25,631 ― △827 ― △657 ― △2,045 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年12月期第3四半期 1.62 ―

21年12月期第3四半期 △74.18 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第3四半期 58,151 48,933 83.8 1,771.18
21年12月期 60,283 50,307 81.4 1,802.09

（参考） 自己資本   22年12月期第3四半期  48,709百万円 21年12月期  49,099百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ― 6.25 ― 6.25 12.50
22年12月期 ― 6.25 ―

22年12月期 
（予想）

6.25 12.50

3.  平成22年12月期の連結業績予想（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 36,700 4.1 500 ― 850 ― 320 ― 11.64



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、四半期決算短信（添付資料）3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
２．平成22年２月１日付で、エヌエス環境株式会社を完全子会社とする株式交換を行っています。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】3ページ 「2.その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期3Q  32,082,573株 21年12月期  32,082,573株

② 期末自己株式数 22年12月期3Q  4,581,323株 21年12月期  4,836,908株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 22年12月期3Q  27,766,283株 21年12月期3Q  27,567,338株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間における社会環境は、欧米では未だに先行き不透明な状況にありますが、中国、新興

国では景気拡大が継続し、探鉱市場など資源・エネルギー開発分野は、回復基調に推移しています。 

 国内経済は、新興国向けの輸出拡大や政府の経済対策により、製造業等の一部業種で回復基調にありますが、円

高基調が継続するなど依然として厳しい環境が続いています。特に、当社国内グループが活動する建設関連分野で

は、政府建設投資が引続き低調に推移しています。 

 このような中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の受注高は、公共事業の縮小が影響し253億４千万円

（前年同期比91.9％）となりましたが、海外の計測機器事業と前期受注した国内大型業務の売上計上（一部進行基

準）が貢献し、売上高は283億２千８百万円（同110.5％）と増収になりました。 

 損益面では、競争激化に伴う受注価額の低下により、売上原価が204億５千２百万円（同110.6％）となりました

が、販売管理費を73億７千６百万円（同92.6％）と改善し、営業利益が４億９千９百万円（前年同期８億２千７百

万円の損失）となり、海外の持分法適用会社の業績が堅調に推移したことなどにより、経常利益が８億７千３百万

円（同６億５千７百万円の損失）と増益になりました。また、四半期純利益は第１四半期連結会計期間に貸倒引当

金を計上していることから４千５百万円（同20億４千５百万円の損失）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

①調査事業 

 当事業は、国内の公共事業市場ならびに民間建設投資市場を中心に活動しています。当第３四半期連結累計期間

の公共事業については、民間建設投資が回復の兆しが見え初めていますが、政府建設投資が低調であり引続き厳し

い環境が継続しています。 

 当第３四半期連結累計期間は、受注高が187億６百万円（前年同期比86.2％）、進行基準による大型業務の売上

計上などが貢献し、売上高が217億８千５百万円（同110.3％）と増収になり、営業損失が５千８百万円（前年同期

８億７千５百万円の損失）となりました。 

②計測機器事業 

 当事業は、地震計・物理探査装置・地下レーダ装置・地質調査機器・モニタリング装置等が主な製品です。 

 当第３四半期連結累計期間は、海外の地震計、各探査装置の販売が好調に推移したことにより、受注高が66億３

千４百万円（前年同期比113.2％）、売上高が65億４千２百万円（同111.4％）、営業利益が５億５千１百万円（同

1,884.6％）と増収増益になりました。 

  

（注）季節変動について 

 当社グループの業績は、売上高の６割以上を占める調査事業において、官公庁を中心とした公共機関との取

引率が高いことから１～３月の年度末完成業務が多く、当第３四半期連結会計期間は損失を計上し、利益も売

上高の多い上半期（第２四半期連結累計期間）に偏る傾向があります。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ21億３千１百万円減少し、581億５千１百万

円となりました。  

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ18億９千４百万円減少し、314億６千８百万円となりました。これは主と

して、受注残高減少の影響により未成業務支出金が20億４千３百万円減少したことによるものです。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ２億３千７百万円減少し、266億８千３百万円となりました。これは主と

して、建物などの減価償却により有形固定資産が１億９百万円減少したこと、ソフトウェア、のれんの償却により

無形固定資産が１億２千６百万円減少したことによるものです。 

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ７億５千８百万円減少し、92億１千８百万

円となりました。これは主として、受注残高減少の影響により業務未払金が減少し、流動負債が６億６千５百万円

減少したことによるものです。 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ13億７千３百万円減少し、489億３千３

百万円となりました。これは主として、連結子会社の完全子会社化により少数株主持分が９億８千４百万円減少し

たこと、円高の影響により為替換算調整勘定が２億３千９百万円減少したことによるものです。 

 この結果、自己資本比率は83.8％、１株当たりの純資産額は、1,771円18銭となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（キャッシュ・フローの状況）  

 当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ25億８千７百万円増加（前年

同期比616.6％）し、179億２千万円（同96.0％）となりました。   

  当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、38億３千６百万円の収入（前年同期比147.2％）となりました。その主な

要因は、売上債権の減少額10億９千６百万円、たな卸資産の減少額18億４千１百万円です。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、２億１千３百万円の支出（前年同期比15.8％）となりました。その主な

要因は、定期預金の払戻による収入13億７千２百万円、定期預金の預入による支出６億７千８百万円、固定資産の取

得による支出４億９千８百万円です。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、９億７千８百万円の支出（前年同期比165.5％）となりました。その主な

要因は、短期借入れによる収入12億１千万円、短期借入金の返済による支出12億６千５百万円、自己株式の取得によ

る支出４億７千４百万円、配当金の支払額３億４千３百万円です。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間の業績は期初の業績予想の範囲内で推移しており、現時点で平成22年２月12日公表の

平成22年12月期業績予想について変更はありません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

  固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

  

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

  税金費用の計算 

 一部の連結子会社においては、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法により計算

しております。 

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ①収益及び費用の計上基準の変更 

 調査業務に係る収益の計上基準については、従来、受注金額１億円以上かつ工期１年以上の調査業務について

は進行基準を、その他の調査業務については調査業務完了基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着

手した業務契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる業務につ

いては進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の業務については完了基準を適用しておりま

す。  

  これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は７千９百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ４百万円増加しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

  

２．その他の情報
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  ②企業結合に関する会計基準等の適用 

  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業

会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12

月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）が平

成21年４月１日以後開始する連結会計年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用するこ

とができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等を適用しております。 

  

 ③「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用  

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）が

平成21年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第３四半期連

結累計期間では、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,764 12,941

受取手形及び売掛金 1,409 1,391

完成業務未収入金 4,178 6,002

有価証券 3,816 3,672

未成業務支出金 4,175 6,218

商品及び製品 629 595

仕掛品 679 605

原材料及び貯蔵品 1,241 1,182

その他 607 784

貸倒引当金 △33 △31

流動資産合計 31,468 33,363

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,685 5,917

土地 7,072 7,080

その他（純額） 1,134 1,006

有形固定資産合計 13,893 14,003

無形固定資産 610 737

投資その他の資産   

投資有価証券 8,452 8,639

その他 4,428 3,554

貸倒引当金 △701 △14

投資その他の資産合計 12,179 12,179

固定資産合計 26,683 26,920

資産合計 58,151 60,283

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 446 329

業務未払金 859 1,807

短期借入金 200 255

未払法人税等 174 185

賞与引当金 211 206

受注損失引当金 12 51

その他 2,950 2,684

流動負債合計 4,854 5,520

固定負債   

長期借入金 108 183

退職給付引当金 2,368 2,447
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

その他 1,886 1,824

固定負債合計 4,363 4,456

負債合計 9,218 9,976

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,174 16,174

資本剰余金 16,523 16,523

利益剰余金 27,055 27,741

自己株式 △4,782 △5,313

株主資本合計 54,971 55,125

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △196 △202

土地再評価差額金 △2,672 △2,670

為替換算調整勘定 △3,393 △3,153

評価・換算差額等合計 △6,262 △6,026

少数株主持分 223 1,207

純資産合計 48,933 50,307

負債純資産合計 58,151 60,283
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 25,631 28,328

売上原価 18,490 20,452

売上総利益 7,141 7,875

販売費及び一般管理費 7,968 7,376

営業利益又は営業損失（△） △827 499

営業外収益   

受取利息 107 71

受取配当金 31 32

持分法による投資利益 85 223

その他 144 202

営業外収益合計 368 530

営業外費用   

支払利息 11 13

為替差損 108 33

投資事業組合運用損 55 72

その他 22 37

営業外費用合計 198 155

経常利益又は経常損失（△） △657 873

特別利益   

固定資産売却益 0 0

負ののれん発生益 － 296

貸倒引当金戻入額 14 －

その他 0 0

特別利益合計 15 297

特別損失   

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 5 7

投資有価証券評価損 31 53

たな卸資産評価損 37 －

貸倒引当金繰入額 － 669

事業整理損 88 －

その他 6 42

特別損失合計 170 772

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△812 397

法人税等 1,223 368

少数株主損益調整前四半期純利益 － 28

少数株主利益又は少数株主損失（△） 8 △16

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,045 45
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△812 397

減価償却費 638 676

負ののれん発生益 － △296

持分法による投資損益（△は益） △85 △223

賞与引当金の増減額（△は減少） 113 10

受取利息及び受取配当金 △138 △104

売上債権の増減額（△は増加） 3,875 1,096

たな卸資産の増減額（△は増加） △246 1,841

仕入債務の増減額（△は減少） △633 △825

その他 82 1,351

小計 2,793 3,924

利息及び配当金の受取額 138 104

利息の支払額 △11 △13

事業整理による支出 △36 △23

法人税等の支払額 △279 △236

法人税等の還付額 － 79

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,605 3,836

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △600 △678

定期預金の払戻による収入 496 1,372

有価証券の取得による支出 △804 △101

投資有価証券の取得による支出 △306 △217

有価証券の売却による収入 959 154

投資有価証券の売却による収入 468 10

関係会社株式の取得による支出 △166 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△283 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △667 △498

有形及び無形固定資産の売却による収入 4 6

その他 △456 △262

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,356 △213

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 965 1,210

短期借入金の返済による支出 △965 △1,265

長期借入金の返済による支出 △6 △75

自己株式の取得による支出 △224 △474

配当金の支払額 △344 △343

少数株主への配当金の支払額 △16 △4

その他 0 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △591 △978

現金及び現金同等物に係る換算差額 △237 △56

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 419 2,587

現金及び現金同等物の期首残高 18,248 15,332

現金及び現金同等物の四半期末残高 18,667 17,920
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 該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、事業の内容、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３．会計処理の方法の変更 

当第３四半期連結累計期間  

 （収益及び費用の計上基準の変更） 

  第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した業務契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる業務については進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の業務については完了基準を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当第３四半期連結累計期間の「調査事業」の売上高が79百万円増加し、営業損失が４百万円減少

しております。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高  19,756  5,875  25,631  －  25,631

(2)セグメント間の内部売上高  －  484  484 ( )484  －

計  19,756  6,360  26,116 ( )484  25,631

営業利益又は損失（△）  △875  29  △846  18  △827

  
調査事業
（百万円） 

計測機器事業
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連結
 （百万円） 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高  21,785  6,542  28,328  －  28,328

(2)セグメント間の内部売上高  －  624  624 ( )624  －

計  21,785  7,167  28,952 ( )624  28,328

営業利益又は損失（△）  △58  551  493  5  499

事業区分 主要製品

調査事業 地質調査、設計、工事、環境調査、環境アセスメント、リスク分析事業等 

計測機器事業 
地質調査用計測機器、資源探査用計測機器、海上音波探査装置、地下レーダー、 

地震観測用計測機器、セキュリティー機器等 
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〔所在地別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年９月30日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

３．会計処理の方法の変更 

当第３四半期連結累計期間 

 （収益及び費用の計上基準の変更） 

  第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した業務契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる業務については進行基準（業務の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の業務については完了基準を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」の売上高が79百万円増加し、営業利益が４百万円増加して

おります。 

  

  

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高  20,452  3,925  1,253  25,631  －  25,631

(2)セグメント間の内部売上高  9  97  17  123 ( )123  －

計  20,461  4,022  1,270  25,755 ( )123  25,631

   営業利益又は損失（△）  △868  △12  45  △835  7  △827

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円） 
その他の地
域(百万円) 

計（百万円）
消去又は全
社(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高  23,637  4,138  552  28,328  －  28,328

(2)セグメント間の内部売上高  5  191  29  227 ( )227  －

計  23,642  4,330  582  28,555 ( )227  28,328

   営業利益又は損失（△）  239  327  △55  511 ( )12  499
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〔海外売上高〕 

  

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米…………………米国、カナダ 

(2) その他の地域………北米を除くその他の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

該当事項はありません。  

  

  

    北米 その他の地域 計

前第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年１月１日 

至 平成21年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,549  3,869  5,419

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  25,631

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 6.0  15.1  21.1

    北米 その他の地域 計

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,894  3,013  4,907

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  28,328

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
 6.7  10.6  17.3

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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